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する明確な序列が存在した。   
文化大革命中は小学校から大学まであらゆる段階で進学試験が廃止され，小学校や中学校では  
徹底した「就近入学」が行われた。この時期中学校の数は急増し，生徒数も増加していたが，そ  
れらは質を犠牲にして無理に数を増やしたものであり，学校現場は混乱したj。   
文化大革命が終結し，1977年に大学人試が復活すると，翌年には重点学校が復活し，小学校か  
ら大学まで事実上のエリートコースが明確に存在することになった。小学校から初級中学へ進学  
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関して，中国の初等中等教育における管理運営体制について確認しておくことにする。   
中国は中央集権的な要素が強い国家という印象があるが，初等中等教育に関しては中華人民共  





に応じて」行うようにというような指示はしばしばみられるものである。   
この方針を明文化し，地方政府教育部門に教育税の徴収を認めるなど学校運営の財源獲得に至  
るまでかなりの部分を地方に権限委譲することを表明したものが1985年の「教育体制改革に関す  













用するかどうかは地方政府教育部門にゆだねられる部分が多くなったことは確かである。   
この様子が「就近入学」導入に関しても明確にみてとることができる。教育部などからの度重  
なる「就近入学」導入という指示に村して，地方政府教育部門がどのように施策し，学校，住民  
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まっているとは言い難い状況であった16。   
このようにあらゆる面で好条件の整った重点中学から条件の悪い基礎薄弱校まで大きな差が存  
在するなか，「就近入学」を導入する以前の入学者選抜は次のような方法で行われていた。重点  








ら確保し，残った子どもが普通中学に入学するという明確な順序がつけられていた17。   
よって重点中学には，もともと設備が整い，優秀な教員がいるところに，毎年優秀な生徒を選  
抜して入学させ，多くの資金が入るという体制が整っていたことになる。  
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子どもの居住地によって重点中学に行けるか行けないかが決まるという不合理な結果となってし  


















































生」とよばれて社会問題化している20。   
また重点小学校の「就近入学」先が基礎薄弱中学になってしまったある地区では，入学1ケ月  
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ったということができよう。   
ところが親や子ども，重点中学の一部は決してそのようには考えておらず，国家の方針に従い  
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ながらもあの手この手で抵抗する姿をみせている。   
これをとりもつ役目を任された地方政府教育部門は，基本的には「就近入学」を導入するとと  
もに，重点中学に一定の例外を認めるなどして，不満の緩和を図っていた。   
こうした各種の力が働いた結果，金の力を利用した択校や，公立学校である重点中学が初級中  
学部分を民営化し，堂々と独自に運営するという日本では考えられない事例も公然と行われてい  
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